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令和４年１０月６日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

令和２年（ワ）第３９３１号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 令和４年７月１９日 

判       決 

 5 

原        告     株 式 会 社 中 日 新 聞 社 

      

原告訴訟代理人弁護士     田  中    豊 

同      宮 澤 幸 夫 

 10 

被 告     首 都 圏 新 都 市 鉄 道 株 式 会 社 

      

被告訴訟代理人弁護士     富  田  純  司 

同      木  暮  信  吉 

主       文 15 

１ 被告は、原告に対し、１９２万３０００円及び内１３７万４０００円に対する

平成３０年４月１日から支払済みまで、内別紙損害金計算表の各「損害額」欄記

載の額に対する各「遅延損害金起算日」欄記載の日から支払済みまで、内１５万

円に対する平成３１年４月１７日から支払済みまで、各年５分の割合による金員

を支払え。 20 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用はこれを２０分し、その１を被告の負担とし、その余を原告の負担と

する。 

４ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 25 

第１ 請求 
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１ 被告は、原告に対し、金４２３９万４５９０円及びこれに対する別紙損害金計

算書（請求）の「損害金額」欄記載の各金額に対する同別紙「年月日」欄記載の

各日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 仮執行宣言 

第２ 事案の概要等 5 

１ 事案の概要 

本件は、原告が、被告に対し、被告が原告の著作物たる原告が発行する新聞の

記事をスキャンして画像データを作成しそれを社内イントラネット用の記録媒

体に保存し、被告従業員が同イントラネットに接続して同画像データを閲覧でき

るようにしたことが、原告の複製権及び公衆送信権を侵害したことに当たるとし10 

て、民法７０９条又は同法７１５条に基づき、損害賠償及び各掲載日の後の日か

らの平成２９年法律第４４号による改正前の民法所定の年５分の割合による遅

延損害金を請求する事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、後掲各証拠（明示しない限り枝番号を含

む。）及び弁論の全趣旨によって容易に認められる事実） 15 

 ア 原告は、新聞の発行等を目的とする株式会社である。（争いなし） 

イ 被告は、鉄道事業法に基づく第一種鉄道事業等を目的とする株式会社であ

る。（争いなし） 

 被告は、平成１７年９月頃から平成３１年４月１６日までの間、原告の許諾

を受けることなく、原告が発行する新聞に掲載された記事のうちの一部の記事20 

を切り抜く（クリッピング）などした上で、それをスキャンして記事の画像デ

ータを作成し、これを社内イントラネット（以下「本件イントラネット」とい

う。）の掲示板のための記録媒体に記録して、本件イントラネットに掲載した。 

被告には４つの駅務管理所と１つの乗務管理所が設置されており、本件イン

トラネットはこれらの事務所やその内部をネットワークで接続するシステム25 

である。被告には、平成１７年８月に５３３名の従業員・役員が在籍し、その
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後、基本的に毎年人員が増加し、令和元年には７２８人の従業員・役員が在籍

していた。被告は、平成１７年には、４つの駅務管理所に１つずつのアカウン

トを設定し、乗務管理所には７つのアカウントを設定し、平成２７年までに、

合計３９台が、令和元年までには５７台がイントラネットにアクセス可能なパ

ソコンとして設置されていた（なお、平成３０年から従業員１人ずつにアカウ5 

ントを付与する方式とした。）。出向者、育児休暇中の者などを除くほとんどの

被告社員・役員は、上記のアカウントとパソコンを利用してイントラネットに

アクセスして、掲載されていた新聞記事を閲覧することができた（以下、被告

が、本件イントラネットの掲示板のための記録媒体に記録して本件イントラネ

ットに掲載し、被告社員、役員が閲覧できるようになった原告が発行する新聞10 

の記事を「本件イントラネット掲載記事」ということがある。）（甲９、１０、

乙３、４、弁論の全趣旨） 

  被告は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に本件イ

ントラネットに原告が発行した新聞の複数の記事を掲載し、その記事の中に

は、別紙平成３０年度掲載記事目録記載の記事１３３本（以下、同目録の番号15 

に従って、「記事１」などといい、これらの記事を総称して「平成３０年度掲

載記事」という。）がある。 

平成３０年３月以前の本件イントラネット掲載記事の数やその内容につい

て、これを直接裏付ける証拠の提出はない。 

３ 争点に対する当事者の主張 20 

  本件イントラネット掲載記事と原告が著作権を有する記事（争点１） 

（原告の主張） 

 新聞記事は、一般に、記者による取り上げる事実の選択、情勢分析、評価、

文章上の工夫等が加えられていて、思想、感情が創作的に表現されているから、

著作物性が認められる。本件イントラネットに掲載された原告従業員が執筆し25 

た記事は、平成３０年度掲載記事も含めて、職務著作として原告が著作権を保
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有している。 

 被告が平成３０年３月までに本件イントラネットの掲示板に掲載した具体

的な記事は、被告が情報を保有していないことを理由に開示しないために不明

である。しかし、被告は、平成３０年４月から平成３１年３月３１日までの１

年間において、原告が著作権を有する記事の複製物１３６本（記事１７７、１5 

８５、２１５については２本分の記事が掲載されたため２本とカウントする。）

を本件イントラネットに掲載し、１か月当たり平均１１本程度の記事を利用し

ていた。平成１７年９月１日から平成３０年３月３１日までの間も同様の頻度

で原告の記事を不正に利用していたはずであり、このことは、被告経営企画広

報課長のＣ（以下「Ｃ」という。）が、令和元年５月２８日に、原告が発行する10 

新聞記事からの上記１年間の使用量はそれ以前の十数年間の使用量と同様で

あるかとの質問に対して、「ほぼ同じような状況。大きなぶれはない。」と回答

していることからも裏付けられる。損害賠償請求に当たって、被侵害記事を原

告が個別具体的に主張立証する必要はない。 

（被告の主張） 15 

 平成３０年度掲載記事のうち、記事１、５、５１、５７、６４、１０６、１

４７を除く記事は、いずれも著作物性があることを争う。これらの記事の多く

は、「事実の伝達にすぎない雑報及び時事の報道」に当たり、原告が具体的にど

こに創作性があるのかを明示しない限り著作物であることについての主張責

任を果たしたとはいえない。原告は、新聞社に対して提供された事実（情報）20 

を新聞記事としているが、このとき各新聞社に提供された事実（情報）そのま

まの新聞記事が著作物に当たらないことはもちろん、提供された事実（情報）

に原告が何らか加工したとしても、加工によって直ちに当該記事が著作物にな

るものではない。時事問題を扱っている週刊誌や月刊誌は、事実の分析を行い、

評価を加えるなどされていることが多く、著作物に当たる記事が多いといえる25 

が、新聞の記事はこれと異なる。 



5 

 

 原告は、平成１７年９月１日から平成３０年３月３１日までについては、被

侵害記事を個別に特定しておらず、侵害行為の主張立証責任を全く果たしてい

ない。 

上記期間の本件イントラネット掲載記事の数についての原告の主張は否認

する。本件イントラネットに掲載する件数について取り決めはなく、平成３０5 

年４月１日以降についても、月ごとの掲載本数は一様ではなく、規則性もない

ので、原告の主張を裏付ける事情はない。Ｃは、令和元年５月２８日に新聞社

６社の担当者６名と面談した際、過去の掲載について「厳密に調査していない

ので不明」と述べ、Ｃ自身が広報課長になった以降のことを想定しながら「大

きく上振れすることや下振れすることはないかと推測」できると述べたにすぎ10 

ない。 

 損害（争点２） 

（原告の主張） 

ア 原告は、平成２０年４月１日以降、「著作物使用料規定【記事】」（甲８。以

下「本件個別規定」という。）を定め、社内イントラネットにおいて原告の新15 

聞記事を利用する者に適用している。同規定によれば、社内イントラネット

において接続端末台数が１０００以下のときには、１記事当たりの使用料は

１年について２５００円となる。なお、原告は、同日以前は、上記使用料よ

りも高額の使用料を課していたが、本件においては上記金額の限度で請求す

る。 20 

 前記 で主張したとおり、被告は、平成１７年９月１日から平成２６年３

月３１日までの間、１か月当たり原告が著作権を有する記事を少なくとも１

１本、上記の態様で利用していた。そうすると、１か月ごとに発生する利用

料相当損害金は、次のとおりとなる。 

平成２６年３月３１日まで 25 

２５００円×１１本×１．０５（消費税）＝２万８８７５円／月 
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平成２６年４月１日から平成３０年３月３１日まで 

２５００円×１１本×１．０８（消費税）＝２万９７００円／月 

 そして、被告は、一度掲載した記事を平成３１年４月１６日まで継続して

掲載していたのであり、上記金額は、１年当たりの使用料であるから、同金

額が同日まで毎年新たに発生することになる。本件個別規定によれば、その5 

使用料は現実のアクセスの有無に左右されない。 

 平成３０年４月から平成３１年４月までの掲載本数及び上記と同様に計

算した損害額（２５００円×本数×１．０８）は次のとおりである。  

平成３０年４月 掲載記事１０本 ２万７０００円 

平成３０年５月 掲載記事１６本 ４万３２００円 

平成３０年６月 掲載記事８本 ２万１６００円 

平成３０年７月 掲載記事７本 １万８９００円 

平成３０年８月 掲載記事８本 ２万１６００円 

平成３０年９月 掲載記事３本 ８１００円 

平成３０年１０月 掲載記事１２本 ３万２４００円 

平成３０年１１月 掲載記事１４本 ３万７８００円 

平成３０年１２月 掲載記事１１本 ２万９７００円 

平成３１年１月 掲載記事２１本 ５万６７００円 

平成３１年２月 掲載記事１０本 ２万７０００円 

平成３１年３月 掲載記事１４本 ３万７８００円 

平成３１年４月 掲載記事２本 ５４００円 

 また、平成１７年９月（平成１７年９月１日から同月３０日まで）の不法

行為により発生した使用料相当損害金元本に係る遅延損害金は、翌月１日で10 

ある同年１０月１日から起算するものとして請求し、平成１７年１０月分以

降の使用料相当損害金に係る遅延損害金も同様とする。また、上記の１年ご

とに発生する使用料相当損害金の元本に係る遅延損害金についても、翌月１
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日から起算するものとして請求する。ただし、平成３１年４月に発生する使

用料相当損害金元本に係る遅延損害金は、その翌月の１日からではなく、侵

害終了日の翌日である同月１７日から起算するものとして請求する。 

 弁護士費用相当損害金としては、使用料相当損害金元金の２割に相当する

７０６万５７６５円を下らない。同損害に係る遅延損害金については、著作5 

権侵害行為が終了した日の翌日である平成３１年４月１７日から起算して

請求する。 

上記を前提に損害額を計算すると、別紙損害金計算書（請求）のとおりと

なるため、原告は、被告に対し、著作権法１１４条３項に基づき、４２３９

万４５９０円及びこれに対する別紙損害金計算書（請求）の「損害金額」欄10 

記載の各金額に対する同別紙「年月日」欄記載の各日から支払済みまで年５

分の割合による金員の支払を請求する。 

イ 被告は、原告の「著作物使用料規定（イントラ クリッピング契約料金（月

額、税抜））」（甲１１。以下「本件包括規定」という。）を適用すべきである

と主張するが、一般に包括して使用料を定める規定は、全体として低廉な使15 

用料を設定することにより著作物を利用しようとする者に事前に利用許諾

を受けるインセンティブを与えるという意味合いを有するものであり、著作

権侵害事件においてこれを適用すべきとの主張は「侵害得」を許し、著作物

利用契約を締結して著作物を適法に利用して使用料を支払った者が損をす

ることにつながりかねないものであるから失当である。 20 

ウ 被告は、被告による記事の利用が非営利で公益性のあるものであり、本件

個別規定によれば無料になると主張するが、株式会社である被告の事業が非

営利であることはありえないし、記事の利用は最終的に被告の収益向上につ

ながるものであり、被告の主張には理由がない。さらに、被告は、被告によ

る記事の利用が本件個別規定に規定されている申請記事が取材対象者であ25 

る場合に該当して無料になるものもあると主張するが、同規定では営利目的



8 

 

は除外されており、同規定が適用される余地はない。 

（被告の主張） 

 原告の主張のうち、被告が本件イントラネットに掲載した記事を平成３１年

４月１６日まで掲載し続けたとの主張は否認する。 

 また、被告が掲載した記事について、社員によるアクセス数全体の９割以上5 

が１週間以内のアクセスであり、１年以上経過してからの閲覧があることは考

えられない。そうすると、使用料相当損害金も１回利用（１年分）相当額が基

準になるはずである。 

被侵害者が著作権の行使につき何らかの使用料規定を設けていたとしても、

同規定が著作権法１１４条３項に基づく請求の基礎になるためには同規定が10 

合理性を有することが前提であるところ、原告はこれを立証していないし、新

聞記事を継続的に社内イントラネットに掲載して利用する場合の契約実例も

明らかにしないから、同規定は適用されるべきではない。 

 原告において新聞記事を継続的に社内イントラネットに掲載する場合に適

用していたのは、本件包括規定である。仮に原告の算定基準を用いて損害を計15 

算するのであれば本件包括規定を用いて計算すべきである。このことは、原告

が本訴提起前に被告に対して本件に係る使用料を請求してきたときに本件包

括規定に基づいて算定した５４万円（９０００円×１２か月×５年分）を請求

してきたことからも明らかである。 

 また、本件個別規定は、「非営利で公益性のある使用の場合」には無料として20 

いるところ、被告は株主である自治体への利益分配を目的として設立運営され

ている企業ではないからその事業は非営利的であり、記事の利用も、鉄道利用

者の安全を何よりも第一に図るといった観点及び鉄道利用者のより良い利便

性を図るといった観点から被告の従業員の研究のために行っているから、その

利用は、非営利で公益性があるといえる。 25 

 さらに、本件個別規定では、申請記事が取材対象者である場合にも無料とさ
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れているから、被告が取材対象の記事については損害がないとすべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件イントラネット掲載記事と原告が著作権を有する記事）について 

  本件では、平成３０年度掲載記事及び平成３０年度よりも前に本件イントラ

ネットに掲載された記事について、被告による原告の複製権、公衆送信権の侵5 

害の有無が問題になっている。 

 平成３０年度掲載記事について 

ア 平成３０年度掲載記事のうちの一部の記事について、被告は、その著作物

性を争っている。 

しかしながら、平成３０年度掲載記事は、事故に関する記事や、新しい機10 

器やシステムの導入、物品販売、施策の紹介、イベントや企画の紹介、事業

等に関する計画、駅の名称、列車接近メロディー、制服の変更等の出来事に

関する記事である。そのうち、事故に関する記事については、相当量の情報

について、読者に分かりやすく伝わるよう、順序等を整えて記載されるなど

されており、表現上の工夫がされている。また、それ以外の記事については、15 

いずれも、当該記事のテーマに関する直接的な事実関係に加えて、当該テー

マに関連する相当数の事項を適宜の順序、形式で記事に組み合わせたり、関

係者のインタビューや供述等を、適宜、取捨選択したり要約するなどの表現

上の工夫をして記事を作成している。したがって、平成３０年度掲載記事は、

いずれも創作的な表現であり、著作物であると認められる。 20 

 イ 以上のとおり、平成３０年度掲載記事１３３本はいずれも著作物であると

認められるところ、証拠（甲９、１０、２３、２４、乙１９）及び弁論の全

趣旨によれば、これらの記事は原告の発意に基づいて原告の従業員が職務上

作成し、原告名義で公表されたことが認められ、原告が著作権者であると認

められる（著作権法１５条１項）。 25 

そして、被告がこれらの記事を切り抜くなどした上で、その画像データを
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作成し、本件イントラネットによる送信用の記録媒体に記録して本件イント

ラネットに掲載したことは、本件イントラネットが接続されてこれを閲覧で

きた者等に照らせば、これらの記事に対して有する原告の複製権及び公衆送

信権を侵害したと認められる。 

 平成３０年度よりも前に本件イントラネットに掲載された記事について 5 

ア 平成３０年度よりも前に本件イントラネットに掲載された具体的な記事

の内容や本数を直接裏付ける証拠はない。 

もっとも、被告は、平成１７年８月２４日に被告が開業した直後から、被

告が運営する鉄道に関する記事等について、画像データを作成し、本件イン

トラネットに掲載をしていた（証人Ｃ）。 10 

 イ 被告は、一定の新聞記事について、切り抜いてそれをＡ４版用紙に貼るな

どした上で、「２０１２年度 新聞記事（当社・沿線）」などのタイトルを記

した２穴用フォルダにつづって保存しており（上記の「２０１２年度」の部

分には、該当する年ごとにその年が記載されていた。）、平成１６年度から平

成２９年度分について、そのようなフォルダがある（各年度の新聞記事をつ15 

づって保存した上記フォルダを総称して、「本件フォルダ」ということがあ

る。）。このうち、平成２４年度以降の本件フォルダに保存された記事につい

ては、記事が貼られた用紙に、２つの二重線（枠）の間に、日付、「新聞掲載

記事」とのタイトル、取扱部署（「経営企画部 広報課」等）が記載され、そ

の下に記事が貼られているもの（以下、このような記事を、単に「枠付き記20 

事」ということがある。）と、そのような記載がないものがある。平成２４

年度より前の本件フォルダに保存されたものに、枠付き記事はない。 

   枠付き記事は、本件イントラネットに掲載する際に容易に周知することが

できるように、被告が、タイトルや取扱い部署等を記載したものである。 

本件フォルダに保存されていた記事のうち、原告が発行した新聞の記事の25 

数は、別紙集計表の「記事数」欄のとおりであり、そのうち、枠付き記事の
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数は同集計表の「枠付きの記事数」欄のとおりである（以下、本件フォルダ

に保管されていた記事のうち、原告が発行した新聞の記事を「本件保管記事」

ということがある。）。 

   被告は、収集した新聞記事のうち、被告自身及び被告が運営する鉄道の沿

線に関する記事（以下「自社記事及び沿線記事」という。）のみを本件フォ5 

ルダで保管し、その余の記事については、管理の手間の観点から廃棄してい

た。（この項につき、乙１０、１４、２１、証人Ｃ） 

ウ 平成２４年度以降の本件保管記事のうち、本件イントラネットに掲載され

た記事の有無及び数 

本件保管記事のうち、平成２３年度以降のものには枠付き記事があるとこ10 

ろ、枠付き記事は、本件イントラネットに掲載する際に容易に周知すること

ができるように、被告がタイトルや取扱い部署等を記載したものである。平

成２８年４月にＣが被告の広報課長に就任した時には、新聞記事を本件イン

トラネットに掲載する際には枠を付した上で掲載する取扱いが確立してお

り、その後もその取扱いが継続していた（乙１５）。   15 

これらによれば、本件保管記事のうち、枠付き記事である別紙集計表の「枠

付きの記事数」欄記載の記事（合計９９本）については、いずれも被告が本

件イントラネットに掲載したと認めることが相当である。 

他方、被告では、上記の運用に基づき本件保管記事が保管されていたもの

といえ、ことさらに同運用に反して保管対象となるべき記事が保管されなか20 

ったり、これと異なる記事が保管されたりしていたことをうかがわせる事情

もない（証人Ｃ）し、枠付き記事以外の本件保管記事が本件イントラネット

に掲載されたことをうかがわせる事情もないから、枠付き記事が存在する平

成２４年度以降の本件保管記事のうち、枠付き記事以外の記事については、

本件イントラネットに掲載されたと認めるには足りない。 25 

エ 平成２３年度以前の本件保管記事のうち、本件イントラネットに掲載され
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た記事の有無 

本件保管記事のうち、平成２３年度以前のものには、枠付き記事はない。 

しかし、被告は、平成１７年８月２４日に被告が開業した直後から、被告

が運営する鉄道に関する記事等について、画像データを作成し、本件イント

ラネットに掲載をしていた（前記ア）。そして、平成２４年度以降の本件保5 

管記事の数が合計１１５本あり、そのうちの枠付き記事が合計９９本ある。 

これらからすると、平成２３年度以前については、本件イントラネットに

掲載される記事に上記の枠を付すとの運用はされていなかったものの、本件

保管記事の相当に大きな割合の記事が本件イントラネットに掲載されたと

推認できる。そして、本件保管記事の内容（乙１４）に照らせば、その大部10 

分には著作物性が認められ、また、乙１０号証及び甲２５号証によれば、そ

のうちの大部分について原告が著作権を有していたことが認められる。 

オ 平成２９年度以前に原告が発行する新聞に掲載された自社及び沿線記事

以外の記事について、本件イントラネットに掲載された記事の有無  

被告は、切り抜いた新聞記事のうち、自社及び沿線記事については、本件15 

フォルダに保管していたが、自社及び沿線記事に分類しなかった記事は本件

フォルダに保存していない。そのような記事の数を直接裏付ける証拠はなく、

また、そのうち本件イントラネットに掲載された記事の有無やその数を裏付

ける証拠もない。 

もっとも、平成３０年度掲載記事については、多くが、その内容から、被20 

告において被告及び被告が運営する鉄道事業の沿線に関するもの以外の記

事に分類されると考えられるものであり、それにもかかわらず、それらの記

事が本件イントラネットに掲載された。また、平成３０年度とそれより前と

で、被告において、本件イントラネットに記事を掲載する基準が全く異なっ

たというような事情もうかがわれない。 25 

これらからすると、本件フォルダに保管されている記事以外にも、被告に
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おいて切り抜き、本件イントラネットに掲載したが、自社及び沿線記事に分

類せず、本件フォルダに保存していない記事が相当数あったと推認すること

ができる。 

このことに、原告が従前から継続して新聞を発行していることや平成３０

年度掲載記事の数や内容等に照らせば、本件フォルダに保存されている記事5 

以外にも、原告が発行する新聞に掲載された原告が著作権を有する記事につ

いて、被告が本件イントラネットに掲載したものがあったと推認できる。 

カ 平成２９年度以前に被告が本件イントラネットに掲載した、原告が発行す

る新聞に掲載された原告が著作権を有する記事の数 

上記のとおり、平成２９年度以前に原告が発行する新聞に掲載された原告10 

が著作権を有する記事について、本件フォルダに保存されている本件保管記

事の中に本件イントラネットに記載された記事があった（前記ウ、エ）ほか、

それに加えて、本件保管記事に含まれないが、被告が本件イントラネットに

掲載した記事があったと推認することができる（同オ）。 

もっとも、平成２９年度以前のものについて、そのようにして被告が本件15 

イントラネットに掲載した記事の具体的な数や内容を直接的に裏付ける証

拠はない。そして、被告は、平成１７年８月２４日に被告が開業した直後か

ら、被告が運営する鉄道に関する記事等を本件イントラネットに掲載してい

て、また、原告が従前から継続して新聞を発行していることなどの事情があ

るものの、他方、平成３０年度、被告は、原告が発行する新聞に掲載された20 

記事のうち、合計２９５本を本件イントラネットに掲載して、そのうち原告

の従業員が作成したものは４５％程度にすぎなかった（甲９）。本件フォル

ダに保存されていない、自社及び沿線記事以外の記事であり、かつ、本件イ

ントラネットに掲載された記事について、原告が著作権を有している記事の

割合が平成３０年度と同率であったことを裏付ける証拠はない。また、本件25 

フォルダに保存されている自社及び沿線記事という基準が比較的選別基準
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として明確であるのに対し、自社及び沿線記事に含まれない記事について、

その切り抜きや本件イントラネットへの掲載の選別基準は明確ではなく、選

択者によりその範囲が変わり得るものといえる。平成３０年度掲載記事を選

別したＣが広報課長に就任して記事の選別を行うようになったのは平成２

８年４月からであり、また、Ｃは、複数の新聞社の新聞記事で重複する記事5 

についても幅広くイントラネットに掲載するように変更したと述べる（証人

Ｃ）。 

以上の事実に、平成３０年度について被告が本件イントラネットに掲載し

た原告が著作権を有する記事の数が前記 のとおりであることなどの状況

等を考慮すると、平成３０年度掲載記事の選別を行ったＣ証人が選別した平10 

成２８年度及び平成２９年度については、被告による著作権侵害が認められ

る記事の総数（自社及び沿線記事に分類した記事及びそれに分類していない

記事の合計）は、これら両年度の枠付き記事（自社及び沿線記事に分類した

記事の一部）の合計である５２本の３倍に当たる１５６本を下らないもので

あると認定するのが相当である。 15 

また、本件イントラネットに掲載する記事には枠を付す運用をしており、

Ｃ証人とは別の者が記事の選別をしていた平成２４年度から平成２７年度

の被告による著作権侵害が認められる記事の総数（自社及び沿線記事に分類

した記事及びそれに分類していない記事の合計）は、これらの年度の枠付き

記事（自社及び沿線記事に分類した記事の一部）の合計である４７本の２倍20 

に当たる９４本を下らないものであると認定するのが相当である。また、本

件イントラネットに掲載する記事には枠を付す運用をする前であり、別紙集

計表の「記事数」欄記載の記事のうち本件イントラネットに掲載された記事

の数が不明な平成１７年度から平成２３年度については、本件保管記事（自

社及び沿線記事に分類した記事）のうち、同「記事数」欄の数の合計の約７25 

割である１０４本が本件イントラネットに掲載されたと推計した上で、被告
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による著作権侵害が認められる記事の総数（自社及び沿線記事に分類した記

事及びそれに分類していない記事の合計）は、この２倍に当たる２０８本を

下らないものであると認定するのが相当である。 

そうすると、上記記事の合計は、４５８本となる。 

   キ 被告において新聞記事の無許可での本件イントラネットへの掲載が発覚5 

したことを受けて開催された令和元年５月２８日の原告を含む新聞社６社

との合同面談において、被告の広報課長であるＣが、本件イントラネットへ

の掲載記事数について平成３０年以前についても大きく増減していないと

思うといった趣旨の発言をしたとしても（甲６）、これは、本件イントラネッ

トに掲載された記事数を調査の上で平成３０年度より前の年度も平成３０10 

年度と同じ数の記事が掲載されたことを発言したものではなく、過去に本件

イントラネットに掲載された記事のうち原告が著作権を有する記事の割合

が明らかでないなどの上記に述べた事情に照らせば、権利侵害の件数につい

て前記オのとおりの認定を覆すに足りる事情とはいえない。 

   ク Ｃは、本件イントラネットへの新聞記事の掲載が問題になったことを受     15 

け、令和元年４月１６日から２２日までの間に当時本件イントラネットに掲

載されていた記事を全て削除したが（Ｃ証人）、被告において本件イントラ

ネットに掲載した記事を消去する基準等が定められていた形跡がなく、同期

間以前に掲載されていた記事が消去されていたことをうかがわせる事情も

ないことからすると、本件イントラネットに掲載された記事は、掲載後、同20 

期間に消去されるまでの間、本件イントラネットに掲載され続けていたと認

められる。 

２ 争点２（損害）について 

 認定事実 

ア 原告は、平成２０年４月に本件個別規定（甲８）を定め、原告の発行する25 

新聞に掲載された記事の利用を許諾する際の使用料についての内部基準を
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定めた。 

本件個別規定では、使用媒体を「放送、映像（ＶＴＲ、ＤＶＤ）など」、「雑

誌・書籍、小冊子、パンフレット、会社案内、営業資料、展示」、「ホームペ

ージ」、「複写配布物、社内報、会議資料、報告書、講演会資料（非営利）、会

報、社内ＬＡＮ（イントラネット）」（以下「社内ＬＡＮ等」という。）、「紙面5 

提供」の５つに区分けし、それぞれの媒体ごとに、配布数等に応じて使用料

を定める表が記載されている。そのうち、社内ＬＡＮ等の項目では、１００

０部（台）以下について、記事１本につき複写配布が１０００円（税込）、社

内ＬＡＮが２５００円（税込）と定められ（ただし、表の末尾には、「※金額

は税抜金額」との記載もある。）、備考欄には、「・原則として非営利で配布す10 

るもの」「・社内ＬＡＮ（イントラネット）での記事使用期間は各記事の掲載

日より最長１年間とする。」との記載がある。また、同表に続いて、【割引】

の項目には「・使用記事本数が多い場合は、個別に審査の上、適正な料金に

割引することができる。」、「・非営利目的での使用は、場合に応じて割引、ま

たは無料とすることができる。」との記載があり、【無料】との項目には、「教15 

育、福祉、社会貢献目的など、非営利で公益性のある使用の場合」、「申請記

事が取材対象者である場合（ただし、営利目的、広告目的は除く」との記載

がある。 

 イ 原告は、少なくとも平成２９年から令和元年にかけて、毎年１０００件程

度の記事について、記事の利用申請を受けて、本件個別規定に基づいて利用20 

許諾をした（甲１４）。ただし、それらの記事が利用された媒体は不明であ

る。 

ウ 原告は、本件包括規定を定めていた（甲１１）。平成１９年６月に改訂後の

本件包括規定では、２００台以下の端末で記事を利用する場合、月当たりの

使用本数が１０本以上２０本未満で月額４５００円、２０本以上３０本未満25 

で月額５０００円、３０本以上４０本未満で月額５５００円、４０本以上５
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０本未満で月額６０００円、５０本以上１００本未満で月額８５００円、１

００本以上２００本未満で月額１万１０００円、その後１００本単位で金額

が増加し、５００本以上は月額２万円と定められている。 

 原告は、本件個別規定に基づく損害額を主張するところ、上記によれば、原

告においては、少なくも平成２０年以降は、本件個別規定を適用して原告が発5 

行する新聞の記事について利用許諾を検討する体制を整えており、これらの規

定を複数年にわたり、少なくとも１０００件程度適用し、これに基づく使用料

を徴収してきた実績があることが認められる。また、本件個別規定には、社内

ＬＡＮ（イントラネット）での利用を想定した文言がある。他方、本件で問題

になっているイントラネットでの掲載に関して本件個別規定に基づき支払われ10 

た利用料の額等の実績については不明であり、また、本件個別規定には件数が

多い場合の割引に関する規定もあり、件数が相当に多い場合、どの程度本件個

別規定の本文で定める額が現実に適用されていたかが必ずしも明らかではない。

さらに、本件イントラネットによる新聞記事の掲載は、被告の業務に関連する

最新の時事情報を従業員等に周知することを目的とするものであったことから15 

すると、掲載から短期間で当該記事にアクセスする者は事実上いなくなると認

められる。これらの事実に加え、本件に係る被告による侵害態様等を総合的に

考慮すると、本件については、原告が著作権の行使につき受けるべき金銭の額

（著作権法１１４条３項）は、掲載された原告の記事１本について掲載期間に

かかわらず３０００円として、原告に同額の損害が生じたものと認めるのが相20 

当である。 

  被告は、被告による使用が本件個別規定における「非営利で公共性のある使

用」に当たること、被告が取材対象者に当たる記事も存在することなどを指摘

する。本件個別規定の【割引】、【無料】の項目にはこれらの事情により原告が

無料での利用を許諾することが記載されている。しかし、株式会社である被告25 

にこれらの規定が適用されたかは明らかではなく、また、上記で定められてい
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る取扱いをしなければならないことが一般的であったことを認めるに足りる証

拠はない。また、被告は、本件は本件包括規定によるべきであると主張するが、

本件個別規定について前記 ア、イに認定した事情が認められる状況で、本件

包括規定の存在は、本件個別規定も参酌して上記のとおりの損額の額を認定す

ることの妨げになるものとは認められない。 5 

 前記のとおり、平成３０年度以前については、遅くとも平成３０年３月３１

日までに、原告が著作権を有する記事が４５８本掲載されたと認めるのが相当

であるから、これによる損害は１３７万４０００円となる。平成３０年度掲載

記事について、別紙損害金計算表の「掲載月」欄記載の月に対応する「記事数」

欄記載の数の記事について侵害が成立すると認められる（なお、原告は、記事10 

１７７、１８５、２１５について被告で２本分の記事が掲載されたことを理由

に２本分の損害を計上しているが、単一の記事に係る単一のイントラネットへ

の掲載であることなどからすると、いずれも１本分の損害を計上するのが相当

である。）から、損害額は「損害額」欄記載のとおりとなり、その合計額は、３

９万９０００円になる。 15 

 以上を前提にすると、弁護士費用相当損害金は、１５万円を下らない。 

第４ 結論 

よって、原告の請求には、１９２万３０００円及び内１３７万４０００円に対

しては平成３０年４月１日から、別紙損害金計算表の「損害額」欄記載の額に対

しては同表の「遅延損害金起算日」欄記載の日から、内１５万円については平成20 

３１年４月１７日から支払済みまでの遅延損害金を請求する限度で理由がある

から、主文のとおり判決する。 
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